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厚生省・社会福祉法人の経営に関する検討会

はじめに 具体的な提言

社会福祉法人（以下「法人」という。）とは、社

会福祉事業を実施することを目的として設立された

特に高い公益性が求められる法人である。

今回の社会福祉の基礎構造改革の推進に当たって

も、法人が引き続き福祉サービスの中心的な担い手

として活躍することが期待されている。このため、

地域ニーズに応じた社会福祉事業の一層の多様化、

活性化や事業の多角化が求められているところであ

る。

先般改正された社会福祉法においても自主的に経

営基盤の強化を図ること、提供する福祉サービスの

質の向上、事業経営の透明性の確保といった経営の

原則が新たに盛り込まれた。

これらの主旨の実現を図るために、本検討会にお

いては、社会福祉基礎構造改革の推進状況を踏まえ

つつ、法人の経営の在り方について平成10年より検

討を重ねてきた。

その間、平成11年4月には社会福祉法人会計の在

り方の基本方針をまとめ、公表し、それを受けて厚

生省において社会福祉法人会計基準が策定されたと

ころである。

その後もさらに検討を重ね、今般、法人の経営に

当たって必要となる考え方をとりまとめたので報告

をするものである。

1　経営組織

見直しの方向：法人本部の機能の充実・強化及び経

営の透明性の確保

ア　組織体制の役割分担の明確化

①　社会福祉事業を主体的に経営できる責任体制

を確立するために、法人の意思決定機関である

理事会と諮問機関である評議員会の役割分担の

明確化を図ることが必要である。

②　理事長及び理事については、法人の経営機能

の強化及び内部牽制体制の確立の観点から、業

務や代表権を分掌する等、その権限及び責任範

囲の明確化を図るとともに、専任理事の配置に

ついて検討する必要がある。

③　法人本部については、企画・立案機能の強化

を図るために必要な財源とスタッフを確保する

必要がある。このため、法人全体での運営が可

能となった社会福祉法人会計を十分に活用する

とともに、法人本部で事業に係る収入を一体的

に管理し、それぞれの事業について計画的に経

営をしていく体制づくりが必要である。

なお、措置施設のみを運営する法人にあって

は、措置費の使途の範囲の見直しを図ることに

より財源を確保するなど、その機能を十分に発



揮する仕組みを検討する必要がある。

イ　透明性の確保

〇　法人本部の機能強化を図るに当たっては、理

事の報酬等、適切に予算が執行されているかどう

かについて、財務諸表の公開等によって経営の透

明性を確保することが必要である。

2　事業管理

見直しの方向：計画に基づく経営手法の導入及び

サービス管理体制の整備

ア　経営方針の設定

①　社会福祉法人としての意義及び役割を認識し

た上で、法人におけるサービス提供に当たっての

理念を明らかにするとともに、安定的な事業経営

及び事業の拡大等の経営に関する目標（経営方針）

を設定することが必要である。

また、その達成状況について、随時検証を行

うことも重要である。

なお、経営方針を作成するに当たっての業界

の自主的な指針等の作成が望まれる。

②　個々の事業に応じたサービス提供方針と事業

目標を明確にし、サービスの質を下げることなく

法人の経営方針の具体化を図る必要がある。

イ　中長期計画の作成

○　経営方針に従って事業計画を作成するに当

たっては、中長期的な計画及び短期的な事業計画

について作成することが必要である。

また、計画の作成に当たっては、市町村が策

定する地域福祉計画などを参考にして、身近な

地域の福祉ニーズを反映する必要がある。

なお、計画の作成についても、業界の自主的な

指針等の作成が望まれる。

ウ　事業の多角化

〇　社会福祉法に基づく収益事業の収益の充当先

の拡大や、基本財産処分時の事務簡素化等の規

制緩和策を活かし、社会福祉事業はもとより、

社会福祉事業の充実のための公益事業、収益事

業への積極的な取り組みを図ることが望まれる。

エ　サービスの管理

①　社会福祉法人が主体的にサービスの質の向上

を図るため、サービス提供体制の手順等を明確

化するとともに、当面、「福祉サービスの第三者

評価に関する中間まとめ」に示された評価基準

（試案）等の積極的な活用を図り、常に自己評価

に努めることが必要である。

②　サービスに係る苦情については、サービス向

上のための重要な情報であることを認識し、そ

の解決に努めるのみならず、苦情の内容を集積、

分析し、より良いサービス提供に向けて活用す

ることが望まれる。

オ　危機管理（リスクマネジメント）等への対応

○　今後、福祉サービスは利用者と事業者の対等

な関係に立って、契約による利用が基本となるこ

とから、利用者に対してその契約に基づくサービ

ス提供が、継続して安全かつ適切に履行されるこ

とが求められる。このため、サービス提供を阻害

する事態への対応が必要であり、自主的な危機管

理体制を確立することが求められている。

危機管理は利用者に対するもの及び法人の経

営に対するものとがあるが、このいずれについ

てもガイドラインの策定が必要である。

また、災害時等においても施設の持つ機能を

積極的に提供し、地域貢献を果たすことが望ま

れる。

カ　マーケティングの活用

①　福祉サービスを提供する場合も、価格（プラ

イス）、どのようなサービスを行うか（プロダク

ト）、パブリックリレーション（地域との関わり

を含めた広報活動）をどのようにするか（プロ

モーション）、立地（プレイス）という4つの点

に着目した事業展開を考えることが重要であり、

具体的な取り組みについては、各都道府県で行

われている福祉施設経営指導事業について、こ

の観点を取り入れた見直し等により対応するこ

とが望まれる。

②　利用制度下においては、利用者の潜在的なニー

ズの掘り起こしや、利用者の選択を支援するな

どに当たって、法人による広告を通じた情報提

供が重要な役割を果たす。



その際、福祉サービスの信頼を損なわず、虚

偽広告や誇大広告を未然に防止するために留ま

らず、業界として望ましい広告のあるべき姿を

も内容とする自主的な広告の指針（ガイドライ

ン）を策定することが必要である。

3　財務管理

見直しの方向：的確な経営状況の把握及び積極的な

情報開示

ア　財務諸表の活用による経営状況の把握

①　措置委託制度の下での資金収支計算による収

支状況の把握に代わり、契約による利用制度の

下では、社会福祉法人会計基準を活用した、損

益計算による経営状況を把握する必要がある。

②　法人が自らの経営状況を評価するためには、

施設種別、定員、地域毎の平均的な経営状態を

示す適切な指標が早期に作成される必要がある。

その作成に当たっては、現在、経営診断事業

を行っている社会福祉・医療事業団による取り

組みが期待される。

③　社会福祉法人制度が社会福祉事業のもつ高い

公益性、継続性及び安定性を確保するために民

法法人とは別に設けられた法人制度であること

を踏まえた上で、その経営状況の把握や評価、

指導を行うことのできる専門職の養成について

業界の自主的な取り組みが望まれる。

イ　中長期的な事業展開への対応

○　中長期計画を踏まえ、単に予算の消化に留ま

らずに将来の事業展開も念頭に置いた財務管理

が必要である。

ウ　自主的な事業実施の促進

○　法人の自主性に配慮し、身近な地域の福祉ニー

ズへの迅速な対応を図るため、経営の透明性の

確保を前提として、施設設備等の充実に係る随

意契約等の範囲についての弾力化を図ることが

必要である。

エ　情報開示の促進

①　財務状況のわかりやすい解説や、法人の現況

報告をWAMNETの活用により開示する等、

法人の経営状況に関する情報開示を積極的に進

めることが必要である。

また、財務情報に関する対外的な信頼をより

高める観点から、公認会計士等による外部監査

を受けることが望まれる。

②　適切な情報開示をすることが、利用者の選択

に資するのみならず、法人にとっても経営の健

全性や特色を外部に示す有効な手段であること

について、業界として理解を広めていくことが

必要である。

4　人事管理

見直しの方向：社会福祉事業従事者の技能の適切な

評価と資質の向上

ア　人事考課制度の見直し

①　法人が自主的な事業運営を積極的に展開して

いくためには、採用、育成、評価、処遇を一体

的に考えた適切な人事管理を行うことが重要で

ある。

とりわけ人事考課に当たっては、従来の年功

序列型から人材育成に重点を置いた評価制度に

転換することが必要である。

また、その評価によって、個々人の強化すべ

き技能を明確にし、研修等により資質の向上を

効果的に図ることも必要である。

②　人事考課の結果を適切に反映するために、こ

れまでの年齢重視の給与体系から、能力を適切

に評価する給与体系の導入について検討する必

要がある。

その際の評価基準は、主観によるものではな

く可能な限り客観的なものである必要があるこ

とから、この基準の在り方について業界の自主

的な取り組みとして検討する必要がある。

イ　職員の資質の向上

①　法人における職員資質の向上に当たっては、

施設内での研修はもちろんのこと、QC活動や

外部研修への参加等職員の自主的な取り組みに

対し、法人として支援を推進することが必要で

ある。



また、個々の法人内での研修には限界もある

ことから、日本福祉施設士会が行う福祉QC全

国発表大会や中央福祉学院による研修の活用等、

関係団体や各都道府県単位でのきめの細かい研

修を、より一層推進することが必要である。

②　人事交流を進めることにより、職員の能力開

発や本人の適性を発見する等の資質の向上に努

めることが必要である。

その際、1法人1施設の様な小規模の法人に

ついては、人事交流が困難なことから、これま

で各都道府県において福祉サービスの先駆的な

役割を果たしてきた社会福祉事業団や地域の施

設をとりまとめる役割を果たしてきた各社会福

祉施設の種類毎の協議会等に調整機能を持たせ

るなどの仕組みが必要である。

ウ　人材の確保

①　今日の法人経営に当たっては、多彩な人材の

確保が求められており、これに対応するために

は、中高年離職者や転職者の活用も有効な手段

であり、そのための情報提供と活用の仕組みが

重要である。

②　社会福祉法に、都道府県社会福祉協議会が社

会福祉を目的とする事業に従事する者の養成及

び研修を行うことが明確に位置付けられたとこ

ろである。

今後、高い資質を備えた人材を育成する観点

から、都道府県社会福祉協議会が運営する研修

センター等各種研修機関の機能の充実及び積極

的な活用が望まれる。

③　社会福祉施設においては、小規模な法人が多

く、産休や育児休暇の代替職員の確保が困難で

あり、サービス水準が維持できる人材の確保の

仕組みが重要である。

その場合において、都道府県人材センターに

おいて、定期的に研修を受講する等により養成

された人材をプールし、提供する体制を整える

ことについて検討する必要がある。

④　優秀な人材を確保するに当たっては、給与面

のみならず福利厚生面での処遇も重要であるこ

とから、特に比較的規模の小さい社会福祉法人

においては、福利厚生事業の共同化を図った福

利厚生センター（社会福祉法第102条に基づく厚

生大臣の指定法人）のより積極的な活用が望まれ

る。

増大する国民の多様な福祉ニーズに的確に応えて

いくために、今後とも福祉サービスに多様な主体の

参入が進むものと考えられるが、こうしたなかで社

会福祉法人には、引き続き福祉サービスの主たる担

い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適切

に実施していくため、自主的にその経営基盤の強化

を図ることが求められている。

本報告は、こうした状況の下、社会福祉法人の経

営の在り方について、現時点における基本的な考え

方をとりまとめたものである。

これを踏まえて、社会福祉事業を適切に実施し、

国民の期待と信頼に応え、その存在意義を広く国民

に示すことが肝要と考える。そのためにも法人及び

関係団体が一体となってモラルの向上に努め、良質

かつ適切なサービスの提供について不断の努力がな

されることを望むものである。
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